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　本書は、地方自治体において地域公共交通の業務を担当され

る方への「入門書」として作成したものです。地方自治体が地

域公共交通に取り組む意義から、協議組織の運営、計画策定の

ポイント、計画の評価などをわかりやすく解説しています。

　本書が、各地方自治体における地域公共交通担当者の業務に

活用されることを祈念いたします。

令和３年３月

中部運輸局
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　地域公共交通の利用者は、モータリゼーションの

進展や人口減少によって減少傾向にあり、民間交通

事業者の営利事業として地域公共交通を維持してい

くことは難しくなっています。このため住民の移動

手段の確保について地方自治体の果たす役割が大き

くなってきています。

　交通政策基本法においても、第 9 条に地方公共

団体の責務として「交通に関し、国との適切な役割

分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の自然的

経済的社会的諸条件に応じた施策を策定し、及び実

施する責務を有する」と定められています。

　また、地域公共交通活性化再生法（2020年、以

下「活性化再生法」と表記）第４条第３項にも「市

町村は主体的に地域公共交通の活性化・再生に取り

組むように努めなければならない」とされています。

　地域公共交通について考えるためには、地域の人

口の分布、年齢構成、地形、教育や医療・商業施設

の立地状況という定量的・物的なものだけでなく、

近隣の地域との結びつき、地域コミュニティの状況、

人々の気風といった地域社会のことを知ることが必

要です。また、鉄道・バス・タクシーといった既

存の公共交通サービスに加え、スクールバス、病

院送迎車などの状況も把握することが必要です。

　市町村の職員は、こうした情報を深く知ること

ができる立場にあります。ただ、交通政策担当者

が地域の現状を全て把握することはできないで

しょう。特に、福祉部局で行われている外出支援

策などについては、日頃から情報交換をしていな

いと把握できません。積極的に他の部局と交流し

相談をすることも大切です。また、地域公共交通

施策を行う際は、交通事業者との信頼関係が大切

になることから、交通事業者とは、頻繁に意見交

換することをお勧めします。

　現場に近い市町村の職員こそ、住民一人ひとり

の状況を踏まえた地域公共交通の政策を行うこと

が可能なのです。

参考資料　　　　・「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）　」p.2

　　　　　　　　※参考資料については、巻末の「参考資料紹介」をチェック！

　なぜ地方自治体が地域公共交通
　に取り組まねばならないのか

地方自治体が地域公共交通に取り組む意義１
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　地域公共交通活性化再生法は

　どのような法律？
　道路運送法はどのような法律？

　地域公共交通会議には弱点もあります。それは、

道路運送法に基づく会議であるため、協議対象がバ

ス・タクシーに限られるということです。実際に地

域の移動を担っているのは、バス・タクシーだけで

なく、鉄道や航路などが含まれる場合もあります。

また、市町村が運営するコミュニティバスやデマン

ド型交通以外の民間バス路線も重要な役割を担って

います。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地方自治体が地域公共交通施策に取り組むには、

交通事業者をはじめとして、地域住民や利用者など

の様々な関係者と協議を行う必要があります。こう

した様々な関係者と個別に協議や調整をして合意形

成を図るのは煩雑であり、また、関係者相互の情報

共有もできません。したがって、関係者が一堂に会

して協議を行う方が効率的です。このための協議組

織を設置する根拠法が「活性化再生法」で、協議組

織のことを通称「法定協議会」といいます。　　　

　法定協議会では、地域公共交通施策の取り組み内

容についての計画を策定し、計画に基づいて各事業

を実施します。この計画を「地域公共交通計画」と

いいます。活性化再生法では、地域公共交通計画以

外にも、DMV（デュアルモードビークル）や水陸

両用車などを用いるための新地域旅客運送事業計

画、MaaS（Mobility as a Service）に取り組む際

に運賃・料金の届出手続きが簡素化される新モビリ

ティサービス事業計画が規定されています。

　地方自治体が公共交通施策を実施するとき、バ

スかタクシーを活用することがほとんどです。バ

スやタクシーのように、自動車を用いて旅客から

運賃を得て移動サービスを提供する際には、国の

許認可を得たり、届出が必要です。コミュニティ

バスやデマンド型交通を運行する場合も同様であ

り、その際の根拠法令が「道路運送法」です。　

　道路運送法は元々、交通事業者の間で過当競争

が起きてしまうことや、許可を受けずに事業を行

う（いわゆる、白タク、白バス）者が現れること

を防ぐ目的の法律でしたが、近年は地方自治体が

地域公共交通施策に取り組みやすいように改めら

れています。「地域公共交通会議」の制度がその代

表です。地域公共交通会議は、地方自治体が主宰

して、地域の交通サービスのあり方について協議

する場です。地域公共交通会議による協議を経る

ことで、運行事業者が道路運送法に基づく許認可

を得るのに必要な処理期間が短縮されるなどの弾

力的な取り扱いを受けることができるため、コミュ

ニティバスやデマンド型交通を運行する際にメ

リットがあります。

　交通事業者による運行が困難な場合は、地方自

治体が所有する自家用車を用いた「自家用有償旅

客運送」を行うこととなりますが、そのための協

議も地域公共交通会議で行うことができます。こ

のような道路運送法上の特別な取り扱いがなされ

るのは、地域公共交通会議において関係者がサー

ビスの必要性について合意をしているためです。

地域公共交通会議を設置することで、地方自治体

が実現したい移動サービスを迅速に実現すること

ができるのです。

参考資料　　　　・「地域公共交通会議等運営マニュアル」

　　　　　　　　・「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」p.1- p.10 

２
地域公共交通に関する制度

地域公共交通に関する法制度の中でも、「道路運送法」と「地域公共交通活性化再生法」の

2 つが特に重要
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地域の実情に応じた適切な乗合旅

客運送の態様及び運賃・料金等に

関する事項、自家用有償旅客運送

の必要性及び旅客から収受する対

価に関する事項、その他これらに

関し必要となる事項の協議

地域の交通計画を作成（任意）

バス・タクシー（乗合）、自家用

有償旅客運送

なし

法律上規定なし

行えない

市町村、県、運輸局、交通事業者、

交通事業者の運転者組織、住民・

利用者代表、道路管理者、交通管

理者、主宰者が必要と判断する者

地域公共交通会議

目的

対象モード

構成員

参加応諾義務

協議結果

事業実施

地域公共交通計画の作成及び実施

に関し必要な協議

多様な交通モード

あり

参加者の尊重義務あり

行える

市町村、県、運輸局、交通事業者、

住民・利用者代表、道路管理者、

交通管理者、主宰者が必要と判断

する者

目的

対象モード

構成員

参加応諾義務

協議結果

事業実施

法定協議会

　地域公共交通会議と法定協議会

　の違いとは？

　地域公共交通に関する協議の場には、道路運送

法に基づく地域公共交通会議と、地域公共交通活

性化再生法に基づく法定協議会の 2 つがあります。

地域公共交通会議が対象とするのは、乗合バスや

タクシーなど、旅客自動車運送事業（道路上で自

動車を用い、旅客から運賃を得て運送サービスを

提供するもの）と自家用車による有償運送です。

法定協議会は鉄道、旅客船など、全ての交通モード

を対象とし、地域公共交通計画を策定して事業を実

施していく組織です。

３
地域公共交通に関する協議の場
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・日頃から感じている利用する上での課題、

　困ったことを伝える

・地域の視点から、公共交通に関する課題や

　必要な取り組みを提案

それぞれの会議の構成員とその役割

市町村

都道府県

構成員 主な役割 構成員 主な役割

交通事業者

運転者団体

道路管理者

学識者

地域住民・

利用者

公安委員会・

警察

運輸局・

支局

・市町村としての方針を提示

・地域活性化や町作り等の立場からの発言

・労働条件及び労働環境の観点での助言

・運行の実情を伝える

・道路管理上の観点から助言

・交通保安上の観点から助言

・交通やそれに関連する分野の有識者として 

　アドバイス

・地域の公共交通のあり方について助言

・市町村の境界を越えた広域的な視点での助 

  言

・公共交通運行の当事者としての助言

・ノウハウを活かした企画立案

　法定協議会と地域公共交通会議

　は別々に設置する必要がある？

　それぞれの会議の構成員は？

　法定協議会と地域公共交通会議は、機能が違うと

はいえ、参加する関係者はほとんどが同じです。さ

らに、法定協議会で策定した地域公共交通計画に基

づく事業を具現化するためには、道路運送法上の手

続きが必要であることが多いため、別々に会議を開

くことは非効率です。このため、法定協議会と地域

公共交通会議を別々に設けるのではなく、1つの協議

組織に両者の機能を併せ持つことができるように

なっています（二法協議会）。この場合、協議会の設置

規約に両者の機能を持つことを規定しておきます。

　今後の乗合バス等の運行費補助は、活性化再生法

の計画制度と連動化し、原則として法定協議会に対

して補助を行うこととなります。地域公共交通会議

のままでは補助を受けることができませんので注意

しましょう。

　地域公共交通会議の構成員には、道路運送法施行

規則第 9 条の 3 第 1 項で規定されている、地方公

共団体の長、交通事業者、住民または利用者、運輸

局（支局）、運転者が組織する団体（労働組合）を

必ず含める必要があります。また、第 2 項で規定

されている道路管理者、警察、学識経験者等は、主

宰する地方公共団体が必要と判断した場合に構成員

に加えることができます。

　法定協議会の構成員は地域公共交通会議の構成員

とほぼ同一ですが、地域公共交通計画に基づいて実

施する事業の関係者などを適宜追加します。法定協

議会の構成員は、主宰者から協議会への参加を求め

られた際、正当な理由なくして応じることを拒めな

い参加応諾義務があるほか、協議会で決まったこと

に対しての結果尊重義務があります。

参考資料　　　　・「地域公共交通会議等運営マニュアル」

　　　　　　　　・「活発で良い議論ができる会議のために」

　　　　　　　　・「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」　p.37- p.43 
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会議で議論すべきことは？

議論を進めるポイントは？

　地域公共交通会議も法定協議会も、地域の移動

ニーズに合った公共交通サービスを実現するために

関係者が協議を行うことは同じです。そのためのよ

りどころとして「地域公共交通計画」を策定し、様々

な関係者がそれぞれの立場から、計画に基づく事業

をよりよくするためのアイディアを出し合うことが

望まれます。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地域内には、コミュニティバスやデマンド型交通

だけでなく、民間の鉄道や路線バス、タクシーも運

行しており、それぞれが重要な役割を担っています。

地域全体の公共交通ネットワークの中で、それぞれ

の公共交通の役割分担を踏まえて議論することが重

要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　また、不十分な検討のままバスを走らせた結果、

当初の想定よりも利用者や収入が少なく、運行に行

き詰まってしまうこともあります。将来にわたって

持続することができるかという視点での議論も大切

になります。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　協議の場には、多様な立場の人が参加しており、

必ずしも意見が一致するとは限りません。参加者が

お互いの立場を尊重して議論ができるようにしま

しょう。

事前の意見集約

事前に地域住民や利用者の意見を収集する仕組みや

機会を設け、会議でその内容を報告することが考え

られる。例えば、地元組織の協力を得るなど、住民

意見を普段から収集する仕組みを構築したり、地区

（自治会・校区等）ごとに説明会や意見交換の場を開

催し、事前に意見等を集約しておくとよい。

下部組織（作業部会・分科会）の設置

会議は参加者が多いため、限られた時間の中では十

分な議論が行えないこともある。このため、下部組

織として地方自治体担当者、住民代表、交通事業者

などで構成する作業部会・分科会を設置することで、

事前に協議内容について調整を図ることも有効。

住民委員への情報提供

年度が変わって新たに委員になった場合、これまで

の取組みの経緯が分からないため積極的に意見が述

べられないことや、そもそも生活の中で公共交通を

利用していないため、状況が十分にわからないよう

なことも。事前に関係情報を提供するなどの配慮を。

交通事業者との情報交換

鉄道や路線バス、タクシーなど、地域内の既存の交

通事業者と定期的に意見交換するなど、普段から良

好な関係を構築しておくことが重要。

資料の事前送付・事前説明

会議資料を当日配布するのではなく、会議を効率的

に進めるために資料を会議開催前に委員に送付する。

また、必要に応じて事前に簡単に内容を説明するこ

とも有効。

　よりよい地域公共交通の実現のためには多様な関

係者の意見を反映させることが必要です。しかし、

専門的な内容が多い上、行政関係者などが多数出席

する中で、特に住民や利用者の委員が会議中に十分

に発言が行えないケースも見られます。実質的な議

論を進めるためには、議論しやすい環境を整備する

ことが重要であり、議論する内容について事前に明

確化した上で、参加者に事前にコメントをお願いし

たりしておくことも有効です。　　　　　　　　　

　多様な関係者の意見を反映するために、右のよう

な工夫を行っている例がありますので、参考にして

下さい。

参考資料

・「活発でよい議論ができるために」

・「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き  

   （入門編）」

４
地域公共交通に関する協議の進め方
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地域旅客運送サービスのイメージ

出典：「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」p.3

　地域公共交通計画の位置付け

　地域公共交通計画は、「地域にとって望ましい地

域旅客運送サービスの姿」を明らかにする「マスター

プラン」であり、地方自治体が地域の移動に関する

関係者を集めて法定協議会での協議を行って作成す

るものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地域公共交通計画においては、従来のバスやタク

シーといった既存の公共交通サービスを活用した上

地域公共交通計画は、「自分たちの地域ではこのような考え方で地域旅客運送サービスの持
続的な提供を行います」という宣言文です。策定によって、交通政策の在り方や個別事業
の実施理由や効果が明確になります。また、計画に事業の位置付けが明確化されることに
よって事業実施の根拠となり、予算化や補助申請、庁内や交通事業者との協議、住民や議
会への説明がスムーズとなることも期待できます。

活性化再生法ではまちづくり施策や観光の振興に関する施策と連携した地域旅客運送サー
ビスの持続的な提供について明記されており、地域交通をきっかけに様々な分野の計画推
進につながる取組に発展させることが可能です。

法定協議会を設置して、協議・意見交換・合意のもとに計画作成を進めることで、関係者
間の連携が強化され、様々な取組へとつながることが期待されます。

地域公共交通計画は単一の公共交通を対象とするものではなく、地域内で運行を行う交通
機関の連携によって、移動サービスを充実するための計画です。地域全体の公共交通ネッ
トワークについて、鉄道、バス、タクシー、その他地域の輸送資源を一体として検討し、
活用できるサービス同士の連携を強めたり、効率性を高めるための方針や目標、事業を関
係者全員で考えたりすることができます。

地方自治体の職員の方は数年間で異動してしまうことが多く、引継ぎがうまく機能しなけ
れば、方針が変わることや事業が頓挫する可能性があります。しかし、地域公共交通計画
が次の担当者に引き継がれることにより、政策の継続性が確保されることが期待されます。

で、必要に応じて自家用有償旅客運送やスクールバ

ス、福祉輸送、病院・商業施設・宿泊施設・企業等

の既存の民間事業者による送迎サービス、物流サー

ビス等の地域の多様な輸送資源も活用することで、

持続可能な地域旅客運送サービスの提供を確保し、

地域住民や観光客などの幅広い利用者が利用しやす

い交通サービスが提供されることを目指します。　

　地域公共交通計画は、地域の社会・経済を交通の

面から支える基盤となるものです。そのため、計画

を作成することがすべての地方自治体の「努力義務」

とされています。

地域公共交通政策の

「憲法」

まちづくり施策や

観光施策との連携強化

交通機関同士の

役割分担の明確化と

連携強化

関係者間の連携強化

公共交通政策の継続性

「地域公共交通計画」策定の効果

５ 地域公共交通計画
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●地域公共交通の利用者の利便性を増進するた

　め路線等の再編や事業内容の変更、等間隔運

　行や定額制乗り放題運賃の設定等を行う事業

●併せて、独占禁止法特例法により、乗合バス

　事業者間等の共同経営について、カルテル規

　制を適用除外する特例を創設

●貨客混載の取組の実施により公共交通の生産

　性向上を図る事業

●LRT の導入等により、定時性の確保、速達性

　の向上、快適性の確保等の運送サービスの質

　の向上を図る事業

●BRT 等の導入による定時性、速達性及び快適

　性に優れた道路運送を確保する事業

●定時性、速達性及び快適性に優れた海上運送

　を確保する事業

●継続が困難又は困難となるおそれのある鉄道

　事業について、市町村等と鉄道事業者が協働

　で計画を作成し、存続を図る事業

●廃止が見込まれる路線バス等について、公募

　により新たなサービス提供事業者を選定し、　

　地域旅客運送サービスを継続する事業

●鉄道事業者と市町村が連携して、事業の廃止

　届出がなされた鉄道事業の維持を図る事業

複数事業者間で路線や

ダイヤ・運賃の調整を

行いたい

事業継続が難しい鉄道

事業の事業構造の変更

を進めたい

事業継続が難しい路線

バス等の生活交通の事

業継続を図りたい

貨客混載に取り組みた

い

廃止届出がなされた鉄

道の維持を図りたい

LRTを導入したい

BRTを導入したい

海上輸送を見直したい

地域公共交通利便

増進事業【新設】

（改正前 : 地域公共交

通再編事業）

貨客運送効率化事業

【新設】

軌道運送高度化事業

（LRTの整備）

道路運送高度化事業

（BRTの整備）

海上運送高度化事業

鉄道事業再構築事業

鉄道再生事業

地域旅客運送サービ

ス継続事業【新設】

地域で実現したいこと 活用できる事業 事業の概要

地域で実現したいことと事業の活用イメージ

出典：「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」p.8

　補助制度と地域公共交通計画の

　関係は？

　地域公共交通の維持に対する支援制度である「地

域公共交通確保維持改善事業」については、これま

で法定計画の作成を補助要件として求めていません

でしたが、真に公的負担により確保・維持が必要な

路線等に対し、効果的・効率的な支援を実施するため、

活性化再生法の改正に伴い、地域公共交通計画の計

画制度と補助制度が連動化することになりました。

　今後、補助制度を活用するためには、地域の多様

な旅客運送サービスを地域公共交通計画に位置づけ

る必要があります。また、今後は原則として法定協

議会に対し補助を交付する点についても留意してく

ださい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地域公共交通計画を策定することで、「地域公共

交通特定事業」を活用した各種の公共交通活性化策

の実施に対して、特例制度や財政支援の特例等を活

用できるようになります。
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●ネットワークの確保・充実に加え、ダ
　イヤや運賃などの面からもサービスを
　総合的に捉え改善や充実に取り組む
●地域の輸送資源を総動員する具体策を
　盛り込むことができる

●バス路線などの専ら公共
　交通のネットワークの確
　保・充実（主に路線の再
　編や新規整備）を対象

●地方公共団体による作成
　が可能

●市町村による作成が可能
　（ただし、複数市町村で
　の作成も可能）

●可能な限り具体的かつ明
　確な目標を設定

●可能な限り具体的な数値
　指標を明示
●原則、計画終了時・見直
　し時に達成状況を評価

●バス交通などの活性化・
　再生を目的としており、
　特定の交通機関に特化し
　た計画の作成も可能

●定量的な目標の設定や毎年度の評価
　などの仕組みを制度化
●定量的なデータに基づく PDCA の取
　組を強化

●地方公共団体による作成を法的に努
　力義務化
●基本的に全ての地方公共団体におい
　て計画の作成や実施に取り組む

地域公共交通計画（令和 2 年～） 網形成計画 （平成 26 年～） 連携計画 （平成 19 年～）

計画の

対象

位置づけ

実効性

確保

地域公共交通計画と従来の計画との違い

出典：「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」p.9

　地域公共交通網形成計画との

　違いとは？

　地域公共交通計画は、地域公共交通網形成計画な

ど従来の計画から更に対象や内容、位置づけ、実効

性確保のそれぞれの面で拡充させ、新たな計画とす

ることで、地域交通に関する各種の取組を更に促進

していくことを目的としています。

網形成計画等の取り扱いについて

●改正法施行前に作成された網形成計画は、改正法施行後は地域公共交通計画とみなされるため、計画

　の修正など手続きは不要です。計画見直しのタイミング等に、地域公共交通計画で定められている記

　載事項を満たしているか確認を行いましょう。

●都市・地域総合交通戦略や、各地域において独自で作成された任意の公共交通関連の計画についても、

　地域公共交通計画の法定記載事項を満たすよう見直しを行い、記載内容について法定協議会での合意

　を得ることにより、地域公共交通計画に位置づけることができます。

参考資料　　　　・「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」　p.1- p.9
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　地域公共交通計画の構成は

　どうすればよい？

　計画策定の流れは？

　地域公共交通計画を策定するためには、活性化再

生法第 5 条第 2 項に定められた、下記に示す記載

事項を満たさなければなりません（法定記載事項）。

公共交通計画策定の　　つのステップ

 STEP1

 STEP2

 
STEP3

 

 STEP4

 STEP5

計画の区域と計画期間を決める

地域のあるべき姿の中で地域公共交

通が担うべき役割について基本的な

方針を決める

あるべき姿を実現するために達成す 

べき目標を立てる

目標を達成するために行う事業を決める

目標が達成されたかどうかを評価する

方法を決める

①地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資する地域公共交通の活性化及び再生の推進に

　関する基本的な方針

②地域公共交通計画の区域

③地域公共交通計画の目標

④前号の目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項

⑤地域公共交通計画の達成状況の評価に関する事項

⑥計画期間

⑦前各号に掲げるもののほか、地域公共交通計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項

　計画を策定するための作業は、法定記載事項に

沿って考えると、大きく右の５つのステップに分け

られます。

　それぞれのステップについては、次ページ以降で

詳しく紹介しています。

これらの他に同条第 3 項で、資金の確保に関する

事項や、立地適正化計画との連携、観光振興との

連携などについても記載することに努めることと

定められていますが、第５条第２項に定められた

１～６号の事項を最低限記載すれば、地域公共交

通計画の要件を満たすことになります。

地域公共交通計画の記載事項

６ 地域公共交通計画の作成
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出典：「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」p.12　に基づき作成

計画区域のイメージ

広域広域広域

狭域狭域狭域

❶単独市町村

❷複数市町村

❸都道府県全体
F県F県

E圏域E圏域E圏域

A市A市

B市B市B市 C市C市C市

D市D市D市

　計画区域は、地域住民の通勤、通学、買い物、通院といった日常生活の移

動がなされる交通圏が基本です。この区域の範囲によって、地域公共交通計

画の作成主体が以下のいずれかになるかが決まります。

　❶単独市町村　❷複数市町村が共同　❸都道府県と区域内の市町村が共同

計画の区域・

計画の期間

基本的な方針

達成すべき

目標

STEP１

STEP２

STEP３

　計画の期間については、3 年以内程度の短期間では事業の継続性が担保でき

ませんし、逆にあまりに長いと、社会情勢の変化に計画の内容がついて行け

なくなる可能性があります。このため、5 年程度とすることが一般的ですが、

それ以上の計画期間を設定する場合には、3 ～ 5 年程度で中間見直しの機会を

設けることが望ましいでしょう。

　基本的な方針は、地域のあるべき姿・なりたい姿を描き、その中で地域公

共交通がどのような役割を担うべきかについての、いわばスローガンです。

よって、総合計画などの上位計画で示されている将来的なまちづくりの方針

を踏まえ、その中で地域公共交通に何が求められるのかを考えることが大切

です。

　基本的な方針を実現するために、達成すべき目標を具体的に定めます。大学

受験で言えば「○○大学の入試を突破する」というのが基本的な方針。そのた

めに、「英語の成績を上げる」「数学の成績を上げる」、というのが目標という

ことになります。では、具体的にどのように目標を設定すべきでしょうか？ 

まずは、現状を把握することから始めましょう。
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自ら公共交通に乗車する

駅や交通結節点周辺を
見て回る

対象地域を自らの目で見る

交通事業者、バス・タクシー
運転手等へのヒアリング

乗車環境、情報提供の分かりやすさ、停留所アクセス
の負担、利用状況・利用者属性等

乗継場所や待ち時間、情報提供の分かりやすさ等

道路状況、高低差や坂の状況、河川等による地域の分
断状況、住宅の貼り付き方等

地図上では分からない道路状況（バスが通れない）、年
齢・性別等で見た利用者特性、利用促進の問題点等

自治会・町内会、民生委員
等へのヒアリング

地域の方の移動特性、移動に際して抱えている問題点、
高齢者が病院やスーパーに通う頻度等

公共交通の利用者や地域
住民へのヒアリング

生活実態（外出曜日・時間帯、行き先の病院やスーパー
等）、満足度、変更して欲しい便やルート等

グループインタビュー、
ワークショップ

以上の事項について、多様な立場の方から幅広く意見
を聴取

学校、病院、商業施設、地
元企業等へのヒアリング

地域の方の移動特性、移動に際して抱えている問題点、
高齢者が病院やスーパーに通う頻度等

出典：「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」p.24　に基づき作成

❶現状の把握

　現状を把握して、なりたい姿とどのくらいのギャップがあるのかを認識す

る必要があります。このときに把握すべき事項としては

　●現在の地域公共交通の状況（鉄道・バス・タクシー等の運行状況、路線網、

　　運行本数など）

　●地域内で行われている公共交通以外の移動支援サービスの状況（福祉有

　　償運送の実施状況、スクールバス・福祉バス等の運行状況、福祉タクシー

　　チケットの配布、ボランティアによる外出支援の状況など）

　●地域内の施設の立地状況、人口の分布状況

　●地域住民や利用者の移動に対するニーズ

などが代表的なものとして挙げられます。これらを用いて、人口分布や移動

ニーズと、地域公共交通サービスの関係を整理することが第一歩です。

❷ニーズ調査

　ニーズ調査とは、対象地域の人々がどんな目的で活動をしているのか、ど

んな活動を行いたいと考えているのかを把握することです。

　計画を策定するためのニーズ調査というと、真っ先に「アンケート調査」

を思い浮かべる人が多いかもしれませんが、アンケート調査は必要な場合の

みに実施するべきものです。

　ニーズ調査で何よりも必要なことは、現地調査を行うこと、すなわち、現

地に足を運び、自分の目や耳で状況を知ることです。これによって、人の動

く時間帯や方向、電車やバスを利用している人の年齢層など様々なことが観

察できます。この観察を通じて、現在の地域公共交通サービスの改善すべき

点が何かという仮説を立ててみましょう。

現状を知る方法 調べる内容
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STEP４

❸解決すべき課題から目標を導く

　調査を通じて把握したデータなどは、地図上にマッピングしたり、グラフ

化するなどの「見える化」をして会議での議論に活用しましょう。そして、

現状をあるべき姿に照らし合わせて評価してみましょう。そうすると、住民

や利用者のニーズが高いにもかかわらず、現在のサービスでは充足されてい

ないものが解決すべき課題として見えてくるでしょう。この課題を解決する

ことが計画の目標となります。

　しかしながら、細かな目標をいくつも立てるのは好ましくありません。後

に触れますが、目標が達成できたかどうかは評価しなければなりませんから、

目標が多いと評価が大変です。課題は共通する事柄でグルーピングして、目

標の数は 3つから多くても 5つ程度としておくことが望ましいでしょう。

　この仮説はあくまでも担当者の限られた観測回数によるものですし、主観

的な判断も入っています。そこで、仮説が正しいかを検証するための調査が

必要となります。この時にようやくアンケートを行うべきかどうかを検討し

ます。

　仮説検証のための調査にはアンケート以外の方法もあります。地域公共交

通の計画策定の際によく使われるものとしてグループインタビュー調査があ

ります。アンケート調査が薄く広く調査をするものなのに対して、グループ

インタビュー調査は狭く深く調査をするものです。調査結果についても、ア

ンケート調査は定量的な集計結果を出しやすいですが、グループインタビュー

調査では定性的な記述が中心となります。

　地域公共交通の場合、住民に占める公共交通利用者の割合は決して多いも

のではありませんから、住民全体を対象としたアンケート調査を実施するよ

りも、公共交通利用者を集めて話しを聞くグループインタビュー調査を実施

して、ニーズを深掘りしていく方が適していることも多いと思われます。

　それぞれの目標を達成するための事業を考えていきましょう。ここには「こ

ういうことをやれたら良いな」という夢物語を書くのではなく、計画期間中

に確実に行う、あるいは行うべき事業を漏らさずに書くことが大切です。こ

の事業は、新たに取り組みを始めるものだけでなく、以前から継続している

コミュニティバスの運行なども忘れずに記載しておきましょう。

目標を達成す

るための事業
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STEP５

　新たな事業の場合は、実施の時期や内容がしっかり固まっていない場合も

あるかも知れませんが、そうした場合には大まかな方向性だけでも書いてお

くと良いでしょう。一方で、すでに実施する内容がはっきりしているものに

ついては、できるだけ具体的な内容を記載しておくことが求められます。

　また、スケジュール表を作成し、いつの時期に何の事業を行うかを明文化

しましょう。事業の実施には予算措置を伴うことが多いので、スケジュール

表がないと予算要求を忘れるなどの問題が生じる恐れもあります。なお、活

性化再生法では、事業に必要な費用の調達方法についても記載することが望

ましいとされています。

　事業を記載する際に忘れてはならないのが「実施主体」です。事業の実施

主体がほとんど「市」となっている計画が少なからず見られます。つまり、

ほとんどの事業を地方自治体が実施するということですが、地域公共交通活

性化の取り組みは地方自治体だけが頑張っても実現できるものではありませ

ん。交通事業者をはじめ、公共交通活性化の取り組みの便益を受ける主体が

事業実施主体に名を連ねるべきですし、事務局（＝多くの場合、自治体の担

当部局）は様々な主体を巻き込むような事業の進め方をするべきです。

　計画に記載された様々な事業を実施した結果、目標を達成できたかどうか

を評価します。「STEP3 達成すべき目標」の項目で大学受験の例を挙げまし

たが、ただ漠然と「成績を上げる」というだけでは、入試を突破できるだけ

の学力が付いたかどうかわかりません。具体的に、テストの点を 10 点上げる

とか、クラスで 5 番以内に入るなどの目標値を設定する方が努力のしがいが

あるでしょう。地域公共交通計画の目標も同様で、目標はなるべく定量的な

数値で達成度合いを表現できるものとしておくことが望ましいです。

　なお、活性化再生法第５条第４項では、目標について「利用者の数及び収

支その他の国土交通省令で定める定量的な目標を定めるよう努める」と定め

られています。

　評価は、評価することそのものが目的ではなく、改善に結びつけることが

真の目的です。あまりに凝った評価指標を採用したり、評価指標を多数設定

したりすると、評価をすることだけで疲弊してしまい、肝心の改善が疎かに

なってしまいます。評価指標は自分たちで入手や取り扱いをしやすい数値を

用いるようにしておくことをお勧めします。

目標達成の

状況の評価
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目標と事業の関係性の整理（例）

出典：多治見市地域公共交通網形成計画

課題・目標・評価の対応関係

　計画策定で気をつけるポイント
　とは？

　計画の項目のうち、「課題」「目標」「評価」は対

応関係を持つことを意識しておくべきです。今ある

「課題」が解決された状態が「目標」であり、それ

が実現されたかどうかを検証するために「評価」を

行うのですから、この 3 者は対応関係を持つのが

自然です。

　例えば、課題が「高齢者の外出が困難」だとしたら、

目標は「高齢者が外出しやすい環境の実現」になり、

評価の指標は「高齢者の外出率」といったものにな

るはずです。

　一方で、「目標」に対して個別の「事業」をぶら

下げることが行われがちですが、複数の目標にまた

がる事業が存在するなど、必ずしも１対１で対応さ

せられるとは限りません。むしろ、どの事業がどの

目標に関係しているのかを表にまとめる方がわかり

やすいでしょう。

　計画は作成することが目的ではなく、これを使っ

て様々な施策を実施することが目的となります。ま

た、この計画は人事異動があった際に担当者の「引

継書」にもなり得るものです。良い引継書であるた

めには、具体的でわかりやすい内容であることが何

よりも大切です。こうした意識で計画作成と毎年の

施策実施と計画の見直しをすると良いでしょう。

参考資料　　　　・「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」　p.11- p.36
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降
車
口

乗
車
口 調査員

調査員調査員調査員

配布

回収

（乗客）回答

3

2

1

❶乗車時に調査票を

　調査員が配布

❷乗車中に乗客が回答

❸降車時に調査員が

　調査票を回収

OD調査の実施方法（例）

乗客の動線

地域公共交通に関する基礎データの整理（例）

出典：地域公共交通をよりよいものにするためのガイドライン

現在の地域公共交通の情報整理

　の方法は？

利用実態を把握する方法は？

　公共交通の改善のための施策を立案し、それを実

行するにあたっては、公共交通の利用実態を正しく

把握することが必要です。利用実態の把握の仕方は

様々な方法があります。把握したい内容や予算、調

査期間によって、適切な方法を取捨選択する必要が

あります。

　利用実態を把握する代表的な方法について次ペー

ジの表にまとめました。

　目視による調査は、運転士が行えば毎日計測する

ことが可能ですが、安全運転に支障がない範囲での

調査に限られますので、あまり複雑な調査項目を設

定することはできません。

　調査員が車内に乗り込んで調査する方法は、調査

員の雇用が必要ですので、毎日計測することは困難

ですが、利用者の利用目的を聞きたいなど、複雑な

調査項目を設定したい場合に有効です。

　ICカードが導入されている場合には、こうした

　現状整理の際、まずは既存の地域公共交通に関す

る情報を整理しましょう。こうすることで、地域内

の公共交通の全体像がつかみやすくなり、競合して

いる部分や足りない部分がわかりやすくなります。

人手を使った調査を行わなくても、IC カードのロ

グデータを集計することで同様の情報を得ること

が可能な場合もあります。毎日データが取得でき

るためサンプル数が多く、年に１度の OD 調査よ

りも精度的に安定していると考えられます。また、

IC カード利用率が分かっていれば、精度高く全利

用者のおおよその状況を類推することができ、乗

降客数、OD 及び経年変化など多様な集計が可能と

なります。ただし、IC カードの集計には専門的な

知識が必要です。

７ 地域公共交通のニーズや利用実態の把握
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代表的な利用実態調査（例）

※OD調査とは・・・Oは起点（origin)、Dは終点（destination) を表し、一人一人が「どこから」「どこへ」動いているのかをみる調査のこと。

参考資料　　　　・「バスデータ活用大百科」

乗車（降車）人員調査 乗降人員調査（バス停別） OD調査

概要

調査方法

調査頻度

集計方法

留意点

単純に１便ごとの乗車数

（または降車数のどちら

か）を記録する方式

毎日の乗車数を記録する

最も簡便な調査

調査票に運転席横の前扉

を通過した人員を記録

運転士の負担が小さい

運転士が調査する場合、

毎日の調査が可能

毎日実施でない場合でも

定期的に実施することで、

年別、月別などの変化を

追うことが可能

日別・路線別（便別）の

乗車数を集計することで、

便別・路線別の乗車数の

推移が把握可能

１便当たりの乗車数が１

人で数えられる程度の場

合や、小型車（1扉車）の

場合に有効

バス停の乗降データ（便別・

ダイヤ別）が得られるほか、

停留所ごとの乗車人数と降

車人数を差し引きすること

で、停留所間の通過人員（車

内に何人が乗車している

か）、乗車定員に対する乗車

率をバス停ごとに算出可能

記録、集計の手間が増えるた

め毎日計測するのは困難

１便当たりの乗降者数が多

い場合、または２扉車の場

合は、調査員の配置が必要

小型車の場合でも、運転士

が調査する場合は負担が増

加することに留意

便ごとの利用動態や平均乗

車密度を正確に把握するに

は、可能な限り調査日の全便

を調査することが望ましい

調査員の都合で１日での全

数把握が難しい場合、複数

日にわたり全便を調査する

などの工夫が必要

OD ペア、通過人員のほか、

支払券種、性別、年齢層など、

幅広い項目が取得可能

人の流れを詳細につかむこ

とができるため、路線見直

し、経路変更の検討に活用

可能

運転士が調査する場合、毎日

の調査が可能だが、乗車・

降車の両方を計測するため

負担が大きい

定期的（四半期ごと、半年ご

と、　１年ごと）に調査員によ

る調査を実施すれば利用の

変化を追うことが可能

ODペア、通過人員のほか、

支払券種、性別、年齢層な

ど、幅広い項目が取得可能

人の流れを詳細につかむこ

とができるため、路線見直

し、経路変更の検討に活用

可能

運転士または添乗調査員が

バス停別の乗車及び降車人

員の両方を記録

バス停留所ごとの乗車人数

と降車人数の両方を、目視

で記録

調査員１～２名がバスに乗車

し、乗車時に停留所番号等が

書かれた調査カードを配布

し、下車時に回収する方式

最も多くの情報を得ることが

できるが、費用と労力がかか

る

添乗調査員が、乗車口で乗

車位置の分かるカードを配

布、降車口で回収
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　住民のニーズ調査の方法は？

　住民や利用者のニーズを把握する際、まず住民ア

ンケートを実施する、という場面が往々にしてある

かと思いますが、公共交通に対するニーズを聞くの

に、住民アンケートは最善でしょうか？　公共交通

の利用率が極めて低い地域では、無作為抽出による

住民アンケート調査を実施しても、公共交通を使わ

ない人の回答ばかりが寄せられる、ということも十

　対象エリアの住民一般が交通に対してどのようなニーズを持っているかを

聞く場合は、住民から無作為に抽出して、郵送によるアンケートを実施する

ことが一般的です。公共交通利用者以外（自動車ユーザー）も含めて、住民

がどのエリア（施設）に移動しているか、どの時間帯に移動しているか、な

どを客観的・定量的に知るためには有効です。

　一方、地方部で自動車に過度に依存しているエリアでは、公共交通に関心

の低い人に調査票が届く可能性が高く、公共交通に対する具体的な意見・提

案を把握することは難しくなることに留意すべきでしょう。

❶対象エリアの

　住民

調査対象者 調査の視点

　駅やバス停、車両内で簡単なアンケート（聞き取り、またはハガキなどを

配布して回答を依頼）を行うことで、現に公共交通を利用している人のニー

ズや生の声を把握することが出来ます。または、日々交通事業者（または自

治体交通担当）に寄せられる声を路線別・地域別に集計し、次のダイヤ改善

等の参考にすることも可能です。いずれも、現在の利用者の評価を知るとい

う点では有効な手立てですが、現在利用していない方を掘り起こすこと、す

なわち潜在ニーズの把握には向いていないことに留意して下さい。

　自動車が運転できない、家族の送迎に頼っている、バス停が遠くにしかな

い不便地域にお住まいなどの理由で、公共交通を利用したいが利用できない

（しにくい）方に対して、どのような移動ニーズがあるかを聞くことが重要で

す。この場合、例えば老人クラブや婦人会、町内会の会合における意見交換会・

ワークショップや、特定エリアを対象とした戸別訪問などが手法として考え

られます。労力を伴う作業ではありますが、双方向のコミュニケーションに

より、運行改善のヒントや気づきを得られる有効な方法です。

❷現在の公共交通

　利用者

❸移動に困って

　いそうな人

分あり得ます。

　単にニーズを把握すると言っても、「誰に」「何を」

「どのように」聞くのか、を考える必要があります。

　調査対象者としては、下記のような対象が考えら

れます。

　ニーズを調査する方法にはそれぞれ特徴があり、

誰に何を聞くのか、何のために聞くのかを吟味して、

適切な調査方法を選択するようにして下さい。ニー

ズ把握のための主な調査手法の比較表を次ページで

ご紹介します。
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ニーズを把握するための主な調査手法

出典：「地域住民の移動ニーズ把握マニュアル」（平成 30年 3月、岡山県）　に基づき作成

参考資料　　　　・「地域住民の移動ニーズ把握マニュアル」（平成 30年 3月、岡山県）

調査方法 メリット・特徴 デメリット・留意点

住民アンケート調査

利用者アンケート調査

（ＯＤ調査含む）、

車内における聞き取り

調査

バス停や戸別訪問による

聞き取り調査

住民意見交換会、

ワークショップ

多数の意見を広い範囲から集める

ことができる

客観性の高い定量的なデータを得

ることができる

現在公共交通を利用していない人

も含めた移動の実態が把握できる

利用者の行動（乗降バス停、属性）と、

実際に使っている人から見た意見、

要望を定量的かつ簡易に把握する

ことができる

意識や行動を詳細かつ具体的に把

握できる

双方向コミュニケーションにより、

質問内容を柔軟に変更することが

できる

住民の生の声に触れることで調査

者の「気づき」が得やすい

特定の地区における意向を掘り下

げて把握できる

意識や行動を把握するに当たって

の前提となる詳細な情報を提示で

きる

公共交通による移動手段の確保が

必要な人の参加を工夫する必要が

ある

意見が多岐にわたり、集約が難し

い場合がある

定量的・客観的なデータを得にくい

調査員の技量（聞き取り技術）に

結果が左右される

公共交通に対する詳しい意見や具

体的な内容を把握することが他調

査に比べ困難

把握したい情報（質問）が限られる

ため、何を知る必要があるのか、

調査項目に吟味が必要

車内で調査する場合、ごく簡単な

設問しか実施できない
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出典：「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」p.49

PDCAサイクルの一例

　地域公共交通における PDCA

　サイクルとは？

　「計画を立て（Plan）」、それに基づいて「実施し

（Do）」、実施結果を「確認して（Check）」、計画か

らズレがある場合には「見直しを行う（Action）」

という一連の流れを「PDCAサイクル」といいます。

地域公共交通計画においても、計画作成（Plan）後、

事業を推進（Do）する中で、定期的にモニタリング・

評価（Check）を行い、目標とのズレが生じている

場合は見直し（Action）を行うことが重要です。

　一連のPDCAサイクルが機能するためには、生活

交通確保維持改善計画の提出時期（６月）、行政の予

算要求時期（秋頃）、第三者評価委員会の時期（２月）

など、行政的作業のスケジュールを考慮することが

不可欠です。

参考資料　　　　・「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」　p.47- p.68

８
地域公共交通の評価・改善方法
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出典：「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」p.55

数値指標（例）

　目標値の設定の方法は？

　評価指標の設定のポイントは？

　PDCA サイクルにおいて重要なのがモニタリン

グ・評価（Check）であり、地域公共交通計画に定

めた目標の達成状況を確認する作業がこのプロセス

です。

　このため、評価指標は目標と対応している必要が

あります。さらに、目標の達成状況を客観的に評価

するためには、定量的に表現可能な数値指標である

ことが望ましいといえます。数値指標は、原則とし

てすべての地域公共交通計画において設定すること

が望ましい「標準指標」、事業の必要性や有効性を

計測しやすい「推奨指標」、地域の実態において設

定する「選択指標」の 3つに分類されます。

　目標値の設定に際しては、事業に積極的に取り

組んでも実現可能性が乏しいと考えられる値を設

定することは適切ではありません。とはいえ、積極

的に取り組まずとも達成が確実視されるような値

も望ましくありません。データや行政の政策判断

に基づいて、現実的な目標設定を行ってください。

　目標値を定める場合には「目標設定重視（バッ

クキャスト）」、「推計重視（フォアキャスト）」の 2

つの考え方があります。目標の種類や関連する計画

の動向、法定協議会での議論などを鑑みて設定しま

しょう。

　目標値は一度定めたら変更できないということは

ありません。計画作成当初に想定していなかった出

来事により、目標値が実態から乖離してしまったよ

うな場合には、必要に応じて計画を改定し、目標値

の見直しを行うようにしましょう。
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出典：「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」p.68

モニタリング・評価を踏まえた見直し

　評価の仕方とは？

　数値指標と目標値を設定したら、次は達成状況のモニタリング・評価の仕方を検討します。定期的・継続

的に計画の進捗状況や効果の発現状況などをモニタリング・評価し、必要に応じて取組の追加や変更を検討

していくことが重要です。

ポイント❶

評価のタイミング

　指標によって適切なモニタリング・評価のタイミングは異なります。短期的

に効果が発現する指標（利用者数、収支率など）は毎年モニタリング・評価を

行う必要がありますが、効果発現に時間を要するような指標（公共交通分担率

や沿線人口の変化変動など）については、計画期間終了時に１回もしくは中間

年も含めて２回といった形でモニタリング・評価を行うことが考えられます。

ポイント❷

評価結果の

フィードバック

　モニタリング・評価の結果、指標が目標値に到達していない場合には、原因

の究明を行い、事業や目標の見直しを行いましょう。この時に大切なのは、目

標値を達成したか否かではなく、なぜ達成できたのか、あるいは、なぜ達成で

きなかったかを考察し、次期計画や事業に反映することです。

　モニタリング・評価を行う中で、事業内容や目標設定、スケジュールを見直

す必要が生じた場合は、計画の改定を検討しましょう。また、モニタリング・

評価の結果については、議会や住民に積極的に提示して、地域公共交通への意

識付けに活用しましょう。

参考資料　　　　・「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」　p.47- p.68

22



「地域公共交通会議等運営マニュアル」

発行：国土交通省中部運輸局

地域公共交通会議等での協議の進め方や注意すべきポイントなどを解説した

マニュアル。

「活発で良い議論ができる会議のために」

発行：国土交通省中部運輸局

初めて地域公共交通会議等に参画される方への入門書となるパンフレット。

「どうしてここにバス停が」

発行：国土交通省中部運輸局

バス停の設置について、様々な立場からそのルールや検討方法を解説した

パンフレット。地域公共交通会議等や地域におけるバス停の協議に活用を。

「自家用有償旅客運送ハンドブック」

発行：国土交通省自動車局旅客課

自家用有償旅客運送の運行に関する手続きについて、網羅的に解説した冊子。

「地域公共交通に関する事業評価の手引き（H28 年度改訂版）」

発行：国土交通省中部運輸局

地域公共交通の事業評価について、考え方やプロセスを詳しく解説したパン

フレット。

令和２年改正の地域公共交通活性化再生法を反映。

公共交通ライブラリー

公共交通ライブラリー

どうしてここにバス停が

自家用有償旅客運送ハンドブック

公共交通ライブラリー

巻末

付録
参考資料紹介
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「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（入門編）」

発行：国土交通省総合政策局

地域公共交通計画の策定の手順と考え方について詳しく記載された手引書。

より詳しい内容を知りたい方は「詳細編」もご覧ください。（下段参照）。

「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（詳細編）」

発行：国土交通省総合政策局

「入門編」から更に踏み込んで、地域公共交通計画策定の調査・分析手法など

について詳しく記載された手引書。

「地域交通の把握に関するマニュアル」

発行：国土交通省自動車局旅客課

移動手段の確保が必要になっている可能性が高い地域の把握について解説し

たマニュアル。

「『交通』と『福祉』が重なる現場の方々へ～高齢者の

　移動手段を確保するための制度・事業モデルパンフレット」

発行：国土交通省総合政策局交通政策課

高齢者の移動手段確保のための制度や事業モデルについて分かりやすく解説。

「バスデータ活用大百科」

発行：国土交通省中部運輸局

バスの利用状況をデータで把握する方法について、調査方法からデータ分析

方法まで網羅した解説書。

公共交通ライブラリー

公共交通トリセツ

公共交通　作成と運用

公共交通　作成と運用

地域交通の把握

交通と福祉　モデルパンフレット

協力　本冊子は「地域公共交通のトリセツ」（地域公共交通のトリセツ編集会議代表：  

　　　土井勉  一般社団法人グローカル交流推進機構理事長）の協力を得て、一部記事

　　　を編集のうえ掲載しています。
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「はじめての地域公共交通」

ー公共交通担当になったら読む本ー

発行：国土交通省中部運輸局

令和３年３月



地域に合ったより良い公共交通の

未来に向けて、今から議論をしっかりと、

着実に重ねよう。

活発で良い議論が

できる会議のために。

地域公共
交通につ

いて

国土交通省 中部運輸局

資料２－２



利用者が減り、路線が減少し続けています。

地域のみんなが豊かに暮らすために、地域の公共交通はとても重要です。

地域公共交通は、まちづくりには欠かせない大切な要素です。

地域にはいろいろな人が住み、いろいろな場面で公共交通を必要としています。

地域公共交通があることにより1人ひとりが自立した生活を送れ、

そして、まちに人を呼び込むことができて、賑わいや活気へとつながります。

　鉄道、路線バス、コミュニティ

バス、タクシー等、様々な公共交

通があります。

　でも、今、地方の公共交通は利

用者が減少傾向にあり、結果、路

線も減少し続けています。

あなたの地域には、

どんな公共交通が走っていますか？

バス輸送人員の推移(H12年度を100とした場合)

利用者の減少

採算の悪化
路線の縮小・廃止

全国の地域公共交通が、

 いま、大ピンチです！

5年後、10年後、地域の公共交通を維持するために、

今からできることをしっかりと、考えていく必要があります。

通院・買物

自分で運転するのが

不安だわ。でも、通

院や買物は自分1人で

行きたいし。 

通勤

日々の通勤、渋滞も

すごいし、車でいくの

は疲れるな。

通学

進学に向け、遠方の

高校へ通いたい。通

学はなるべく親に迷

惑をかけたくない。

観光

地域の良いところ、

いろいろとゆっくり、

回りたいな。

75

80

85

90

95

100

12

93.9

86.9

75.6

14 16 18 20 22 24 26（年度）

出典：

自動車輸送統計調査

三大都市圏

その他

合計

地方部は
約25％減

地域公共交通がなくなって困ることは？　あってできることは？
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「地域公共交通会議」は、

地域にふさわしい公共交通をつくりあげていくために、

住民、交通事業者、行政など関係者みんなで、

話し合って決める場です。

地域全体の、公共交通の
将来について

　まちや地域全体のあり方など、

将来を見据えた広い視野をもって、

今後どのような地域公共交通が必

要か関係者みんなで考えます。

利用者を増やすために

　地域公共交通の利用者を増

やすため、みんなでいろいろな

アイデアを持ち寄り検討します。

運行について

　ダイヤやルートの見直し、停留所の

位置や運賃など、利用者にとって使い

やすいものを目指します。また、 きち

んと運行され、改善が図られているか、

地域の関係者みんなで確認します。

����

事務局が

資料説明

��

��

その他、交通に関する、計画づくりや補助金の申請など…

せっかく参加する会議。あなたの意見で公共交通を

良くするためにはどうすればいいのでしょう？

地区の住民代表として「地域公共

交通会議」の委員になったぞ。が

んばらねば！でも、専門の方も多

いようだし、緊張するな・・・

1. 2.

3.

4.

6.

うーん。なんだか難しい

内容だな・・・。よく

わからない。

それでは、〇〇について、

何かご意見はありますか。

結局、なにも意見を言えなかっ

た。公共交通の大切さはわか

るけど、住民の立場として、

どんなことを言えばよいのかな。

それでは、ご意見ござい

ませんので、議案のとお

りでよろしいですか。

異議なし異議なし

地域公共交通会議で話し合うこと

でも、なかなか思うように発言できないことは、ありませんか？

会議スタート

5.

※地域公共交通に関する会議の仕組みや呼び方は地域によって異なります

何を話してよいかわからない・・・

何を求められているのだろう？

2



参加している人はどんな人たちで、どんな立場で参加しているのでしょうか？

座長

交通事業者

学識経験者

運転者団体

道路管理者

公安委員会・警察

都道府県の交通政策担当者

運輸局

● 議事の進行

● 話しやすい雰囲気づくり、会議の活性化

●  議題によっては、事務局や関係の強い委

員に発言を促す

● 交通やそれに関連する分野の

　有識者としてアドバイス 

●  労働条件及び労働環境の観

点で助言

● 運行の実情を伝える

● 道路管理上の観点から助言

● 交通保安上の観点から助言

● 市町村の境界を越えた、広域

　的な視点で助言

● 地域の公共交通のあり方に

　ついて助言

● 公共交通運行の当事者

● ノウハウを活かした企画提案

入り口が狭いので、回り道を

すれば入るのは可能だと思い

ます。

事前に確認したところ、

道路幅は問題ありません。

商業施設のバス停の位置につ

いては、現場の確認が必要

です。

A市でも同じような課題があり、

調整して乗り入れができました。

参考にしてください。

商業施設への乗り入れは、延伸

になるので国への申請が必要で

すね。

会議の参加者とその役割

住民代表

●  日頃から感じている、利用するうえでの

課題、困ったことを伝える

●  地域の視点から、公共交通に関する課題

や、必要な取り組みを提案

利用している大型スーパー

最寄りのバス停が、店から

ちょっと遠いんです。買物

の後、重い荷物を持って移

動しなければいけないから、

スーパーの入口までバスが

入れるとうれしいなという

声があります。

事務局

● 会議の設計、運営

● 関係者との調整・連携

● 事業の実施状況の報告

● 必要な資料の 

　とりまとめ

商業施設の乗り入れは、

各専門分野のみなさん

と調整し、確認します。

日頃感じているご意見、

ありがとうございます。

利便性向上に向けた貴

重な意見かと思います。

乗り入れについて議論し

ましょう。

商業施設から、バス利

用者への割引券の発行

など、連携した取り組み

ができるとよいですね。

スーパーへの乗り入れにつ

いては、バスを小型化すれ

ば可能になりますが、反面、

乗れる人数が減りますので、

通勤・通学の際は乗れない

人が発生してしまいます。

市町村

● 市町村としての方針を提示

●  地域の活性化やまちづくり 

等の立場から発言

スーパーへの乗り入

れに対する要望につ

いては、住民アンケー

ト等でもあがってきて

います。

事業の確実な

実施に向けた

調整

当者

イス 

案

くり

提案

、

法律、制度など

専門的なことへの質問
解説・助言

改善に向けた

提案

身近な

影響への

質問

わかりやすい

説明

日頃から連携

専門的な立場

からの判断

みんなで話しやすい、場づくりをしましょう

※会議によっては、参加者が異なる場合があります。
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お、会議資料が送られてきたぞ！

事前に資料を読んでおけば、

何について話すか予習できるな。

事務局

公安委員会

事務局

バス事業者

制度について

会議当日
会議開催日前

バス停について

すみません。この制度

は、どんな制度ですか？

もう少しくわしく教えて

ください。

この路線の〇〇っていうバス停

ですが、近所にある屋根付の施

設に近づけてほしいなという声

が地区からあがっているの。

わかりづらくて、すみません。

まず制度ですが、この制度

は･････なんです。

少し移動するだけでも雨の日

の利便性があがりますね。た

だ、交差点に近くなるな。安

全上、大丈夫でしょうかね。

バス停を設置する場所は、

安全がしっかり確保される

必要があります。一度、

現場を確かめてみましょう。

なるほど。利用者の意見で

公共交通が改善されるんだ！

これから地域公共交通のこ

とをもっと考えていこう。

確認し、次回の協議会で

結果をお知らせします。

1.
2.

3.

4.

6.

7.

8. 9.

それ、私もわからなかったんです。

質問してもらってよかったわ。

次回の地域公共交通会議で・・・

あなたが疑問に思っていることは、

みんなも疑問に思っているはずです。

地域に合ったより良い公共交通は、

みんなで考え話し合うことによって実現できます。

事務局の

資料説明

それでは、〇〇について、

何かご意見はありますか。

5.

��
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会議以外では何をすれば
いいの？

会議で決定したことは
どうなるの？

住民代表といわれても、ほかの
地域のことはよくわからないわ。

　地域公共交通を日頃利用されない方

は、この機会に利用してみましょう。

利用することで、普段とは違った視点で

地域の状況を知ることができます。

　また、会議で地域公共交通について

真剣に話し合っていることや、その結果

などについて、地域のみなさんに広く

知っていただくようにしましょう。

　会議で路線、ダイヤ、運賃などの変

更が承認されれば、それは議会での予

算承認を経て実行されます。みなさん

の生活に直結することなので、しっかり

と話し合って決めましょう。

事前に地域の意見を集めている委員さんも

います。ご自身で、できる範囲で、周り

の方の意見を集めるようにしましょう。

会議によっては、住民としての意見を

独自に議論する場（分科会など）を組

織しているところもあります。

どんな発言でも大丈夫？
地域公共交通についての
提案はしてもいいの？

　委員の方の意見や提案で地域公共交通が良く

なった事例はたくさんあります。日ごろ気づい

たこと、わからないこと、地域公共交通を良く

する取り組みなど積極的に発言してください。

　地域公共交通にはみなさんの税金が使われて

いますので、お住まいの地区だけでなく、地域

全体をより良くするという視点で発言しましょう。

Q Q

Q

Q

?

素朴な疑問

　地域には、自治体が運営するバスだけでなく、民間バスやタクシーも運行しており、それぞれには役割があり

ます。地域全体を視野に入れ、それぞれの公共交通の適切な役割分担も踏まえながら、議論することが重要です。

　また、今必要だという視点だけでバスを走らせても、当初の予定より利用者や収入が少なく、すぐに運行が

行き詰まってしまうこともあります。地域の将来を想像しながら検討しましょう。

　このように、「公共交通の役割分担」や「地域の将来」、など広い視点を持って、より良い公

共交通にしていくために、利用者や現場の意見を活かして、定期的に見直しを行い、改善を

していきましょう。

　地域公共交通会議では、自分の意見を伝えることが大事です。一方、他の委員の意見

を聞くことも大事です。様々な立場の人が集まりますから、意見が一致しないこともあります。

まずは否定せずに、お互いの立場について理解を深めましょう。

地域における公共交通の役割や将来を考えて議論をしましょう！

お互いの立場を尊重し、議論をしましょう！

　地域に

POINT

1

POINT

2

学識経験者から「
地域公共交通会議」をより良くするポイント

公

事前

い
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日頃の活動のなかで、コミュニティバスを紹介したい！

バスを乗り降りするとき、いつも危なくて！

もっと、地域住民の暮らしに合った交通体系へ！

地域のお祭りへ地域公共交通で行けたらいいな！

認知度向上に向け、イベント等を活用したPRを実施

～利用者増加にはまずは知ってもらう～

日頃感じていた「心配」を語ることで、バスの乗降環境が改善

地域住民の暮らしの実情に合わせた路線延伸が実現

小学校の統廃合に伴い、既存のバス路線、ダイヤの見直しが協議

されていました。その中で、事務局が提示した変更案では「地域

の実情を十分に反映していないのでは」との声があがりました。

事務局は時刻表を渡し、その後イベントでの配布につ

ながりました。

地区で開催されるお祭りにあわせて、会場に行きやす

い臨時便を運行しました。臨時便は、普段のルートか

ら遠方を回るスーパーや病院を外した、交通結節点を

結んだルートで、民間バスとの乗継ぎも考慮したもの

としました。普段、バスに乗らない人たちに乗ってもら

う機会につながりました。

すでにバス停付近の縁石を取り外したところもありまし

たが、まだ残っている場所もある状況でした。住民代

表の意見をうけて、「乗降環境の整備」の必要性が再

認識され、計画立てて取り組むことになりました。また、

会議開催後、指摘があったバス停付近のブロックは取

り除かれ、乗降しやすい環境となりました。

既存ルートから奥の地区まで延伸することになりました。

延伸にあたっては、地区の住民とも話し合いを行い、

小学生・中学生や高齢者の生活に合わせたダイヤとし、

利便性の向上につながりました。

日頃の活動の中で、コミュニティバスを知ってもら

う取組みにご協力いただける機会がありましたら、

ぜひご提案ください。

住民の発言から、より良い地域公共交通としていく

取り組み事例をご紹介

地

結

意見を
うけて

事意見を
うけて

た

表

認識

意見を
うけて

既

延

小

利便

意見を
うけて

地域の人たちに、コミュニティ

バスをもっと知ってほしい。

地区のお祭りを利用して、「乗っ

てもらう機会」をつくれないかな！

利用者を増やすためには、まず

はコミュニティバスを知ってもら

うことが必要だと思います！私が、

開催しているイベントで時刻表を

配布し、PR活動のお役に立てた

らと思います。

バスを乗り降りする場所で、歩道

と車道を仕切る縁石が高く、越え

るのに一苦労であぶないんです。

バスが接触しないか心配していま

す。安全性を確認してほしいです！

奥の地区に住む子どもたちが、利

用できるバスがなくて。歩いて帰

るのは危険なんです。

高齢者の方がバス停までの上り坂

を歩くのが大変そう。もう少し、

延伸できないでしょうか。

［お問い合わせ］ ［発行］

国土交通省 中部運輸局
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